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vn. 観察〔 4 〕—国際領域における模索
1. 自由貿易主義から保護貿易主義へ
? ， ?ハミルトンの時代まで遡れば，アメリカは有数の保護主義国であったといえ
るが，すくなくとも戦後世界にかぎってみれば，アメリカは自由貿易主義の旗
頭であったといえよう。自由貿易の理念は，産業界だけでなく労働界にも浸透
していたのであって，そのことは，すくなくとも1960年代末までは，明確な事
実であったようにおもえる。
もちろん事態は，それほど単純だったわけではない。 1961年 2月合同衣服労
働者組合(ACWA)は， 5月より日本製織布の裁断をボイコットする旨決定し，
全米繊維労働者組合(TWA)も，ただちにこれに倣っている。「 1時間14セント
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の給与の労働者のつくった」製品が輸入されるようでは，業界は「存続できな
い」というのが， かかる決定の底流にひそむ考え方であったが，これにたいし
ては， 日本から滝田実氏（全労会議々長）が急逮話し合いのために渡米し， また
ケネディ大統領も，記者会見でボイコット反対を声明するなど積極的な対応を
しめしたI)0 11月ケネディ政府は，翌62年 1月の議会にたいして， 関税引下げ
交渉権限の付与をふくむ外国貿易提案をおこなうことを決定したが， 12月の
AFL-CIO大会では，大統領と労働長官（ゴールドバーグ）が大会代議員にたい
し，政府の貿易政策を直接訴えたのである。 AFL-CIO大会は，政府の貿易政
策を諒としたものの，さすがに輸出促進のための賃金抑制までは決議しかねた
ようである2)。
要するに AFL-CIOが， 民主党政府の自由貿易政策を原則的に支持してい
たことは明白なのだが，ここで注目すべきは， 国際機械工組合(1AM)の動きで
ある。同組合会長A・J・ヘイは，前年ある工業クラプで注目すべき演説をお
なったが，その内容は，つぎのようなものであった。すなわちアメリカの伝統
的貿易方針は，低関税による輸出促進であるべきであり，最近の海外競争激化
論のごときは， 鉄鋼経営者のストライキ(1959年）対策向けの主張にすぎない。
関税障壁にたいする外国の報復の影響をうけるものが， 450万とすれば， 関税
撤廃で失業すると予想されるのは， 20万ないし40万にすぎない。またアメリカ
の国内消費の輸入依存度は， 7%にすぎないのであるから，貿易依存度の高い
友好国（たとえば日本）については，よくその実情を理解すべきである。もし国際
競争上の問題があるとすれば，それは，アメリカのいわゆる高賃金にではなく
（論じられるべきは単位労働コスト），海外のアメリカ資本が国内資本と競争すると
ころにある。海外投資は，海外の苦汗労働との不利な競争をしいる点で，当面
は認めるわけにはいかぬが，究局には，国内外をともに潤ほすものである。ゎ
れわれの目標は，世界貿易の永続的拡大によって，内外の雇用と生産の拡大を
? ?
1) 『日本労働協会雑誌」 No.25, 1961年4-月， 53ペー ジ。
2) Monthly Labor Review, January 1962, pp. 6, 4. 
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はかることにあると3)。このヘイの演説は， 失業と職務保障が主要な組合関心
事だった1960年代初期の代表的なアメリカ労働組合幹部の発言としては，大い
に注目されてよいであろう。それのみではない。 1961年11月，国際機械工組合
の後援によって国際貿易会議が開かれているが，それは，労働運動におけるこ
の種の会議として最初のものであったという。それは具体的には，海外におけ
る労働搾取の防止，貿易上の調整， ILOおよび GATTをつうじての労働基
準の引上げ，公正な競争のための差別税制是正などを勧告したが， その目標
は，いうまでもなく自由貿易政策を擁護発展せしめることにあった丸
1962年は，通商拡大法(theTrade Expansion Act)の成立した点で忘れられ
てはならない年であろう。同法(10月）は，同年3月の労働力開発訓練法(MDTA)
とならんで，過去数十年における最重要の法律とされたが，その眼目は，政府
により大なる関税引下げ交渉権限を与えることにより，合衆国と他国との経済
関係に変化を生来せしめよう，というにあった5)。前年設置された大統領の労
使政策諮問委員会も，時をおなじくして自由貿易にかんする報告をおこなって
いる6)。だがかかる政府の動き以上に注目されるべきは， 労働組合が諸外国の
組合との関係を深めようとしたことであって， たとえば全米自動車労働組合
(UAW)が，フォード労働者国際評議会を設立しようと試みたことや，また電機
や自動車などの分野でアメリカの組合(IUE,UAW, !AM)が，日本の組合と相互
交流を試みたことなどは，その例といえよう 7)。 ただしフォードの場合は，対
3) 「H本労働協会雑誌」（前掲号） 54ペー ジ。
4) Monthly Labor Review, January 1962, p. 5. 
5) Monthly Labor Review, January 1963, p. 15. 
6) Monthly Labor Review, January 1963, p. 16. 
7) Monthly Labor Review, January 1963, p. 21. なおその後日米交流の動きは更に進
展し， 1964年1月下旬， 日米貿易経済合同委員会に出席のため来日したワーツ労働長
官は，総評をはじめとする日本の主要労働4団体の幹部と個別に会談し，労働界の交
流を話し合った（『朝日新聞」昭和39年1月26日，夕刊）。さらに日経連とも会談し，
アメリカのオートメーション失業ととくに繊維の失業についてふれた（『朝日新聞』
昭和39年1月27日）。また半年後には， AFL-CIOは，折からワシントン訪問中の同
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フォード交渉という企業的観点が前面にでてはいる。いずれにせよかかる労働
組合の国際交流は， 自由公正な国際経済関係（ただしアメリカ的視点からのものと
いう批判は可能であろうが）の樹立と促進をねらったものといってよく，そこにア
メリカ労働界の自由貿易理念をくみとることはできよう。
その後も，労働組合の自由貿易傾向はかわらない。たとえば AFL-CIO調
査部のあるスタッフは，輸入がアメリカ労働者の職を奪っていると主張するこ
とによって，間接的にアメリカの高賃金を批判しようとする一部経営者の主張
にたいして，製造業の単位労働費用の増加率(1957年~1964年）の点で，欧米など
8カ国（日本をふくむ）中アメリカが最低であることをしめし，．アメリカの国際競
争力がなお強力であることを論じている8)。 また合衆国の国際貿易尻は悪化の
一途をたどってきているというのに（出超額は， 1960~1963年間の年平均50億ドル減
のごとく大幅に低下し， 1968年は8億ドルにすぎなかった）9>, 1969年のAFL-CIO大
会は，なお自由貿易の精神を放棄してはいない。もちろん，競合製品輸入額の
74形の等価を生産するに要するジョップ数は， 180万(1966年）とも240万(1968年）
とも推定されたから（シュルツ労働長官）10), 輸入増によるかなりの失業増加は否
定できず，したがって前記大会も，世界貿易に条件を付し， 16項目の決議をお
こなっている。その主なものをあげれば，互恵的な国際貿易の拡大，そのため
の適切な官民行動，不当海外競争対策，一部産業の貿易適正化，関税引下げの
制限ないし不承認，公正な国際労働基準の樹立，資本輸出対策，米国籍船利用
の奨励と米国製品にたいする差別運賃の除去， 関税法807条（国外における生産の
奨励）の撤廃などであって"l, その含意は， 国際市場で劣勢のアメリカ産業の
建て直しにあり，競争原理の否定にあったわけではない。
盟会厳の天池事務局長との共同調印の形で， H米間の不当競争の是正に協力しあう旨
声明を発表している（『朝日新聞」昭和39年 7 月 11~) 。
8) Elizabeth Jager, "Wages and Foreign Competition", American Federationist, 
January 1967. 
9), 10) American Federationist, May 1970, pp. 9, 15. 
11) Ibid., pp. 19~20. 
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だがその空気も， 1970年代に入ると変る。もちろんその背景には， 1971年に
アメリカの貿易収支が 1893年以来始めての赤字（たとえば8月2億5,970万ドル）を
記録し， その対策として変動相場制への移行と輸入課徴金(10%)の設定がおこ
なわれ・た，という事情が存する12)。この年政府の失業対策も活発化し，緊急雇
用法（公共サービスの15万人雇用創出をめざす）の制定， 航空宇宙・防衛予算削減に
よる失業者への援助と再訓練，退役軍人の雇用促進などの諸施策が実施された
が，とくに貿易との関連で注目すべきは，通商拡大法による輸入増加を理由と
する失業にたいして，労働省が，過去18カ月間に 2万人（靴，ピアノ，窓ガラス，
鉄鋼，電子製品などの業種）にたいして特別給付を認めたことであろう。こうした
状況のなかで，同年7月 AFL-CIOは， ジョップにかんする 2日間の会議を
開き，低賃金国への「ジョップ輸出」 ("exportof jobs")を討議したのである。・
同会議で攻撃されたのは， 多国籍企業による国外生産物の逆輸入であり， か
つその点では， かならずしも意見の一致がみられたわけではないが， ここに
AFL-CIOの保護主義への傾斜を読みとることは容易である13)。
だがすでにその直前に合同衣服労働者組合(ACW)のH・D・サミュエルは，
現在は自由貿易哲学の許された前世紀とは異なり，多国籍企業が国境を越えて
自由に活動している有様であるから，アメリカの貿易政策は是正されるべきで
12) Monthly Labor Rev如， January1972, pp. 16~17. 
13) Ibid., p. 23. この微妙な空気は， 日米関係においてすでに現われていた。両国の貿
易競争を反映・して， 1969年には日米労組の直接交渉が政府間折衝とは別におこなわ
れ，繊維は9月，電機は10月にそれぞれトップ会談をハワイで開いた。とくに電機会
談では，自由貿易を主張する日本の電機労連と，自主規制を求めるアメリカの 3組合
(IUE, 1AM, !BEW)との間で意見調整がおこなわれ， 共同調査報告書は， 日本の
「低賃金」にも自主規制にもふれず， 自由貿易原則を確認するものとなったが，その
後アメリカ側が， 日本の低賃金的要素にふれた報告書修正を申しでたため，ー波瀾が
あった（『朝日新聞」昭和44年8月20日， 10月12日， 12月4日）。さらに驚くべきは，
繊維労使で構成する日本繊維産業会議が，日本政府が沖縄返還と繊維自主規制を取引
したとして，非難したことであろう（『朝日新聞J昭和45年5月30日）。
5 
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ある， と強く主張していた14)。AFL-CIO執行評議会も同様であって， ジョ
ップ輸出阻止の新租税立法，大統領による資本流出抑制権限の立法化，技術輸
出奨励の是正，完成品・部品の生産国名表示，国内安全衛生基準の輸入品への
適用，アメリカ系多国籍企業を対象とした連邦国際会計基準の設定，などを要
求したのである15)0 
その動きは，翌1972年にはさらに加速される。この大統領選挙の年にあたっ
て， AFL-CIOは，既成政党への要求項目として，賃金・雇用・税・貧困・保
健・教育・犯罪・環境などの周知の問題に加え，新たに国際貿易の管理を提起
したのであって，これを「組織労働者の自由貿易にたいする伝統的支持からの
明白な訣別」とみるのは，正当であろう。すでに AFL-CIOは， バーク・ハ
ートケ Burke-Hartke法案（輸入割当て， 多国籍企業への課税， 大統領による資本
・技術の輸出禁止権限など）の成立のために，議会に強力に働きかけていたからで
もある16)。AFL-CIO経済政策委員会の執行評議会への報告も，国際貿易上の
アメリカの危機をもたらした原因として，各国の輸出奨励策・ 技術の国際化・
アメリカ企業の海外投資などをあげ， 1930年代や50年代とは異なる世界経済へ
の対応を説き，バーク・ハートケ法案に大なる期待を寄せていた17)。
こうした AFL-CIOの方向転換の正当性を理論的に裏づけようとしたのが，
AFL-CIOスタッフの経験をもつスタンレー・ルッテンバーグであろう。か
れの主張は，つぎのようである。すなわち，生産要素は非移動的であり，かつ
国家障壁は存しない，ということを前提とした古典派の比較優位説は，その前
提のくずれた現代では，もはや時代おくれであって，それが証拠に，資本集約
的産業に特化しているはずのアメリカが，実際には技術集約的生産物を他の生
-14) Howard D. Samuel, "A New Perspective on World Trade", American Fede-
rationist, June 1971. 
15) Ibid., pp. 12~13. 
16) Monthly Labor Rゅiew,January 1973, pp. 23~24. 
17) "World Trade in the 1970s", American Federationist, April 1973, pp. 18~21, 
24. 
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産物よりも急速に輸入しつつある。アメリカの研究開発は，いまや防衛宇宙計
画が中心となったため，民間の研究開発支出は，競争国と同水準にとどまり，
民間技術は，かならずしも最高のものといえず，かくしてアメリカ的比較優位
．の前提とされた絶えざる生産性の上昇は，もはや確保されていない。自由貿易
を推進せよというなら，それに伴なう一時的混乱の調整が不可欠であり， 1962
年通商拡大法を労働界が支持したのは，政府のかかる調整機能（おそらく一時的
には禁止的な内容のものとなっていたであろう）を信じたためであるが， 政府は，そ
れをしなかった。一方，競争の公正さを保つための最恵国待遇は， GATTの
中心理念を表現したものでもあるが，最恵国原理がうまく適用された場合に生
じるはずの国家間の政治的経済的バランスは，実際には保たれていない。合衆
国は，垂範して関税を引下げたが，戦争被害国（日本・ヨーロッパなど）や低開発
国は，独自の復興開発政策をとり，その結果ECをふくめた世界の現実は，自
由貿易ではなくプロック経済の拡大となった。対外援助による赤字は貿易黒字
で相殺できる故，国際収支を憂える必要がないというのは，過去のアメリカの
話である。そこで今後の対策であるが，たとえばバーク・ハートケ法案のごと
きは，学界・実業界からなんと攻撃されようと，問題にたいする「ひとつの正
直なアプローチ」であると18)。
以上に長々と論じた AFL-CIOの転身は， AFL-CIO内部からみれば，当
然視も可能であろうが，外部からは，もっと冷めた見方もできるというもので
あろう。ジャーナリストのアーウィン・ロスが，組合指導者のバーク・ハート
ケ法案支持を，「気まぐれ」，「うらみ」， 「経済問題への無知」よりも「偏狭な
問題意識」に求めたのは，そのよい例であろう。それは，鉄鋼・電子製品・自
動車・繊維・靴の輸入増加のイ 1/.パクトにたいして，労働運動が対応できなか
ったからともいえる。とくに家庭用電子製品（当初は日本から，次いで韓国，台湾，
シンガボール，メキシコから）の輸入増加は， 3大労働組合(IUE,1AM, !BEW)を保
18) Stanley H. Ruttenberg, "Updating the World of Trade", A加 ricanFederat-
ionist, February 1973, pp. 1~6. 
?
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護主義に走らせたし， また靴と繊維の輸入増加の影響も， 同様に深刻であっ
た。鉄鋼ですら，その優位はすでに薄らいでいたという。だがロスの指摘で注
目すべきは， バーク・ハートケ法案を推進した組合指導者のほとんどが， 輸
出関連産業に属していなかったことであって， 逆に自動車と製紙の大手組合
(UAWとUPIU)は， その強力な反対者ですらあった。その主たる理由は，相
手国の報復措置にたいする恐れにあったとされる。それに当時の自動車産業
は，クライスラーをのぞけば，輸入車の影響をそれほど受けていなかったとい
う事情もある。こうした全体図からすれば，ロスが労働運動の保護主義に一種
の偏狭さを見いだしたのも，理由のないことではない19)。
ただしそのロスも， 19~2年通商拡大法実施に不可欠の「調整援助」が， Jレッ
テンバーグの指摘したように所期の効果を生まなかったことについては，同情
的であった。同法に定める調整援助の申請者は，申請事由の主たる原因が関税
譲歩による輸入増加にあることを立証しなければならず， そのためであろう
か， 1969年11月になって 3件の申請（鉄鋼労働者500人の申請その他）が， やっと認
められたにすぎない。これでは「少額にすぎ，遅きに失する」といわれたとし
ても，やむをえないであろう 20)。
日本の新聞紙上で， アメリカの労働組合の保護主義が大きく扱われだすの
は， 昭和51年(1976年）頃から9である21)。だがそのもっとも注目すべき記事は，
AFL-CIOが， 1977年大会で結成以来始めての保護主義決議をおこなった，と
19)アーウィン・ロス，「アメリカ労働組合と保護貿易」（『トレンズ』 13)10~15ペー ジ。
20)前掲論文， 15~16ペー．ジ。
21)たとえば「朝日新聞」昭和51年10月17日；『日本経済新聞」昭和51年1月3日， 11月
10日， 52年2月16日。なおそれと並んで労働組合の国際交流も盛んとなった。 AFL-
CIOのドナヒュー（昭和53年1月）や UAW役員一行（同年3月）の来日など，そ
の例は多い。東京で開かれた労働組合指導者会議（昭和54年6月） も， 無視できな
い。「朝日新聞」（昭和53年1月15日， 3月24日， 54年6月23日）ならびに「日本経済
新聞」（昭和52年6月13日， 54年4月30日）をみよ。とくに指導者会議の声明は，『世・
界の労働」（日本 ILO協会， 1979年7月号） 53~59ページに掲載されている。
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いう報道であろう 22)。この AFL-CIO第12回、大会の内容は， 同組合の機関紙
に要領よく報じられている23)。それによると， 冒頭にミーニーは，「……合衆
国は他のほとんどの国とは違うルールで外国貿易ゲームをやっていて，大敗し
ている。……自由貿易はジョークであり作り話だ。…，・・『自由貿易」の旧理念
による政府の貿易政策は， ジョークよりもなお悪い。……答え（あるべき政策）
は公正貿易だ。他国にたいしてやり返せ。目には目を，歯には歯をだ」と勇し
く論じている。だが言葉では公正貿易(fairtrade)というものの，その真意が，
関税障壁と門戸閉鎖による対抗的保護主義にあったことは，明白である。他に
多くの組合会長が，それぞれに個性的な発言をおこなっているが，注目すべき
ものをあげるとすれば，多国籍企業の海外工場建設にたいする制限をもとめた
チャールズ・ビラード(!BEW)や，途上国による市場侵入にたいして政府の市
場シェア維持義務を主張した‘ノル・チャイキン(ILGWU)などの発言であろう。
かくして同大会は，輸入の量的規制，関税法違反の適切な処罰，通商法第 5編
（年間30億ドルを超える外国チープレーバー製品の無関税輸入を許している一般特恵制度）
の撤廃，多国籍企業の海外直接投資を促がす税制等の廃止，その他を主張し，
「AFL-CIOは，強力なアメリカ経済を建設してくれる健全な公正貿易を支持
するものである」と決議している。
前記 AFL-CIO第12回大会の保護主義決議が， すでにのべた70年以降の保
護主義への傾斜の帰結であることは，いうまでもない。だがすでに，その決議
のおこなわれた1977年の初めに， AFL-CIO財務書記のレーン・カークランド
は，貿易の自由のもたらした不自由の現実を説き， 「いまや， その最終的パラ
ドックスに対決すべきときである。 自由貿易の旗の下に放縦をきわめる多国
籍企業は，事実上マーカンティリズムの子である」とまで断じていたのであ
22) 『朝日新聞」昭和52年12月14日。
23) "Fair Tra4e", American Federationist, December 1977, pp. 7~9. ，?
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る24)。また同調査部のエリザベス・ジェイガーも，合衆国の競争力の強さを主
張した 1967年当時の立場を変え， 「専門家とは新しいことを聞きたくない人
物（聞けば専門家でなくなるから）」といったトルーマンの言葉を引用しながら，
1840年代や 1940年代の古びたメッセージを説く学者を学会デマゴーグと批判
し， かれらは「19世紀のお題目をふり捨てる」べきだと論じたのである25)。
AFL-CIOの責任ある関係者たちが， その公的機関紙で以上のようにのべて
いたのであるから， その年末大会の決議は， すでに内部で固まりつつあった
AFL-CIO の保護主義が， 睛れて舞台に登場したことを， しめすものであろ
. っ。
さて大会が決議をすれば，組織の執行機関は，その具体化を計らねばならな
い。 1978年AFL-CIO執行評議会は，前年大会決議にもとづいて， 10数項目に
わたる具体的要求を決定したが，その主なものはつぎのようであった。すなわ
ち，反ダンビング手続の改善強化，輸入増加を原因とする失業者にたいする調
整援助の改善，実効のない一部関税条項の撤廃，ジョッブ輸出をもたらしかね
ない税制の改正，海外民間投資会社にたいする政府保証拡大の廃止，諸外国輸
出助成策に対抗しうる関税条項改正，輸入品にたいする公正労働基準判断の適
用，関税引下げにたいする議会の特別承認，などである 26)。かくして1962年に
通商拡大法を支持した AFL-CIOは， その後16年にして保護主義の道を突進
しだしたことになる。その動きが， 80年代に入ってさらに加速されたことは，
記憶に生々しい。 1982年2月の AFL-CIO執行評議会は， 日本を意図した有
害な輸入の規制を要求したというから，事態の深刻さのほどが知れるというも
のであろう。いわゆる自動車摩擦をもふくめて，その点は， 80年代の「譲歩の
24) Lane Kirkland, "Labor's Voice in World Affairs", American Federationist, 
January 1977, p. 3. 
25) Elizabeth R. Jager, "A Realistic Approach to World Trade", American Fede-
rationist, January 1977, p. 7. 
26) Rudy Oswald, "Trade: The New Realities", American Federationist, July 
1978, p. 14. 
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時代」のなかで論じることにしよう。
さて，以上の AFL-CIO、の動きをみると， いかなる理念も，現実の前には
まるで無力であることが感じとられる。ただし同産別組合部のジェイコプ・ク
レイマンは， AFL-CIOの立場を補足する形でつぎのようにいう 27)。すなわ
ち，合衆国が過去において国際競争に苦しんだとすれば，それは小規模産業に
おいてであって，通常の産業においては，労働組合は，貿易に関心をしめさな
かった。そのためもあり，また政府・学界・言論界の自由貿易主義論も原因と
なって，現在の輸入増加による雇用危機にたいする組合の対応は，立ちおくれ
ている。だがいずれの国においても，自由貿易主義とは， リップ・サービスで
しかなかった。合衆国とて例外ではなく，輸入による失業の保護をめざした
1974年通商法は，その現われといえるが，同法の救済手続は，その厄介さもあ
ってあまり発動されていない。いわば AFL-CIOが望むのは，輸入の禁止で
はなくて規制だというわけである。そのかぎりクレイマンの主張は正論であ
り，反論の余地はない。合衆国は，労働集約的生産を放棄してそれを他国にま
かせればよい，などという一部知識人の主張が，クレイマンにとって無責任な
言動と映ったとしても，それは当然であろう。
もちろん保護主義の正当化は，そう単純におこなえるものではない。総じて
いずれの国も，貿易摩擦にかんして自国を正当化したがるものだし，合衆国と
てその例外ではないからである。その意味で合衆国の保護主義の台頭の原因が
客観的というよりは主観的な色合の方が濃かったというのは，たしかにバーバ
ー・コナプル議員の指摘するとおりであろう 28)。それのみではない。さらに同
議員は，保護主義の高まりの底流に，石油危機と世界的な景気後退の存したこ
とは事実だが，それは「触媒」にすぎず，経済回復をおくらせたものは，貿易
27)ジェイコプ・クレイマン「ある組合指導者のみた貿易問題」（『トレンズ38」1978年2
月号）， とくに2~3,6, 9ペー ジ。
28)バーバー・コナプル「保護貿易主義を回避する道」（『トレンズ38」 1978年2月号），・
とくに12ペー ジ。
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システムの内包する弱点であると論じたが，あるいは同議員のいうとおりかも
しれぬ。貿易システムの内包する弱点とは，税制などの構造上の問題（たとえば
輸入品に課税し，輸出品は税払戻しをする間接税依存型の国は，国境におけるかかる調整
のできない直接税依存型の国にくらべて国際貿易上有利とされる）と， 慢性的な問題
（関税障壁や非関税障壁など）とをさす。 また1974年通商法についても， それは，
保護主義を助長するものでなく，相反する利害をバランスさせる微妙な努力だ
とも，コナブル議員はいう 29)。だがプルッキングス研究所のウィリャム・クラ
インは，同法が，輸入の脅威をうける国内産業の保護申請手続を緩和した点を
詳述し（申請事由の立証責任の免除など），その後， 特殊鋼輸入割当て(1976年），靴
輸入の関税引上げと割当て(1977年）， テレビ関税引上げ勧告（日本の自主規制をふ
くむー一同年）が，相ついでおこなわれたことなどを指摘している30)0 
保護主義の台頭そのものの評価については，諸種の議論が可能であろう。だ
がアメリカ労働組合運動にとっては，かかる動きを生ぜしめた状況変化ぞのも
のが，重要なのであって，実利を優先させる現実運動の立場からすれば，保護
主義への傾斜は，当然であったということになろう。それを近視眼的と批判す
ることは，容易であるが，組合運動とは，所詮そうしたものであり，過去の自
由貿易の主張すらも，理念追求ではなく，当時の自信に満ちたアメリカ経済下
の実利追求の帰結であった，とみるべきであろう。その意味ではアメリカの組
合運動は，アメリカ資本主義の力におうじて，今後とも自由貿易と保設貿易の
間で模索をつづけていく可能性がある，ということであろう 31)0 
29)前掲論文， 14~16,13ペー ジ。
30)ウィリャム ・R・クライン「カーター政権の貿易政策」（『トレンズ38」1978年2月
号）・19~20ペー ジ。
31)その証拠のひとつは， AFL-CIO会長レーン・カークランドの『自由労働世界」誌記
者にたいするインタビューであろう。各国の国益追求と世界的な保護主義回避の要請
との妥協点をどこにみいだせるか， との質問にたいして，カークランドは， 自由貿易
を唱えるは偽善とした上で， 今必要なのは保護主義の用語集だという。かれによれ
ば，保護主義には為替レートの操作から輸出促進策まで含まれるのであって， とくに
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2. ICFTUからの脱退と復帰
AFL-CIOは， 1969年に国際自由労働組合連合(ICFTU)を脱退して1982年に
復帰し， またアメリカ合衆国は， 1977年に国際労働機関(ILO)を脱退して1980
年に復帰した。この 2つの事件は，形式的には組合レベルと国家レベルという
相異なるレベルの事件ではあったが，脱退という事件の発端が，いずれも東西
対立に象徴される国際政治の動向を反映しており， しかも ILO脱退の張本人
は，政府・労・使のうちの労(AFL-CIO)であった。その意味ではこの 2つの事
件は，奥のどこかで深く絡みあっている。しかもそれは，人間の自由という根
源的なイデオロギーにかかわるものであったから，貿易問題のように模索した
というのは，正確でない。それは，見方によれば，独断ともいえる決断であっ
た。その辺の事情を，まずは ICFTUの場合からみていくことにしよう。
AFLが， 19世紀末より国際労働運動と接触をくり返しながらも，それと緊
密な持続的関係に入りえず， 1949年にいたってやっと国際自由労連(ICFTU)の
有カメンバーとなった事情は，すでに詳しく論じたところである32)。第 1次大
戦前の国際労働書記局および国際労連にたいする AFLの関係は，短命であっ
たし，また大戦後に再建された国際労連については， AFLは， それが世界の
対ソ千渉を非難し，かつ産業社会化を提案したことを不満とし，それより脱退
してしまった。その後ヒットラーの台頭により， AFLの対ヨーロッパ関心は
再燃するが，イギリスのTUCは， ドイツの対ソ攻撃後ソビエト労働組合と親
密化をはかろうとしたため，それを嫌う AFLは， TUCと理解しあうことが
輸出助成金のごときは逆保護主義 (ReverseProtectionism)だという。すなわち保
護主義には輸入抑制のごとき伝統的なものと，逆保護主義があるという。カークラン
ド流にいえば，貿易はすべて保護主義となろう。結局カークランドは，記者の質問に
直接応えず，自国ないし AFL-CIOの政策の正当化をやっているといってよく， 迷
いのほどがよく分る (freelabour world, ICFTU, 6/1982, p. 10)。
32)拙稿「タフトその他と第二次大戦時および大戦後のアメリカ労働組合運動」（関西大
学「経済論集」第32巻第5号，昭和58年1月） 26~32ページ。
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できなかった。 1945年世界労連が結成されたときも， 競合する CIOや TUC
が加盟したというのに， AFLは， コムニスト支配を理由にそれに参加しなか
った。その間 AFLは，西ドイツの組合運動の再建につくし，それをコムニズ
ムの浸透より守った，と自負する。 AFLが本格的に国際労働組織に参加する
のは， 1949年の ICFTU結成時のことであるが， そのためには， 非共産圏の
労働組合が，コミンテルンのマーシャル・プラン攻撃を契機に，コムニスト支
配の世界労連を去るということが，必要だったのである。
このような事実経過をみると， AFLの反コムニズム姿勢は，強烈にすぎは
したが，同時に筋がとおっていた，ともいえよう。 AFLは， ICFTUのなか
に安住の地を見いだしえた，というべきなのだが， 20年後には，またそこから
脱退劇を演じることになる。 1969年 AFL-CIO執行評議会が ICFTU脱退を
票決したとき， ミーニー会長は早速それを記者団に発表したが， そのなかで
ミーニーは， AFL-CIOが「ICFTUの活動に多年まったく不満だった」こ
とにふれ，とくに ICFTUの一部加盟組合が， ソビエト圏諸国との「親善」
("rapprochement")を求めようとすることに不同意を表明し， かかる方針は，
反共組織としての ICFTUの設立理念に反する点を強調したのである33)。た
だしミーニーの指摘するのは， ICFTUにたいする AFL-CIOの基本的不満
であって， AFL-CIOを脱退に追いこんだ ICFTUの「駄目押し的行為」
("the last straw")は， ICFTU執行委員会が，前年(1968年） AFL-CIOを脱退
した UAWのICFTU加盟申請にかんして， AFL-CIOからの拒否要請を無
視し，同申請を ICFTUの担当委員会に付託したことであった34)。 こんなと
ころにも， ミーニーと）レーサーの個人的確執の余波を看収することができる。
33) Monthly Labor Review, April 1969, 83. なお AFL-CIOの ICFTU脱退につい
て， 日本の滝田同盟会長はミーニーを批判し， 同盟と AFL-CIOとの関係も再検討
しなければならないと語った（『朝H新聞」昭和44年3月9日）。これにかんして 3月
25日の『朝日新聞』社説は，世界労連も前年のチェー事件で分裂状況にあることをの
ベ，国際労働運動の流動化とその国内への影響に注目している。
34) Monthly Labor Review, April 1969, p. 83. 
14 
1960年代から現在にいたるアメリカ労働組合運動とその解釈（下の中）（小林） 877 
好むと好まざるにかかわらず，共産世界が現実の国際政治の一方の陣営であ
るという事実からすると， AFL-CIOの反コムニズムは病的ともいえるが，そ
のために忘れられがちなのが， その反植民地主義であろう。 AFL-CIOは，
その立場を貫くため，なお植民地を温存するヨーロッパ諸国の労働組合と対立
することを厭わなかった。 1956年のアルジェリア労働総同盟の ICFTU加盟
承認をめぐって， AFL-CIOがそれを積極的に提案推進し，逆にフランス代表
がそれに抗議して退場し，かつベルギー代表もそれをののしったのは，その 1
例にすぎない。それ以前ですら AFL-CIOは， アメリカ政府の方針に反して
まで，北アフリカ独立運動を支持していたのである。 TUCとの関係にかんし
ても， AFL-CIOが反植民地主義を追及すれば， TUCとの対立は不可避であ
ったろう 35)。欧米間の対立については，かかる背景的事情の存したことも，記
憶にとどめておいてよいであろう。
だが国際労働組合世界における欧米対立の原因が，なによりもコムニズムに
たいずる考え方の相違にあったことは，今も昔と変らない。 AFL-CIOの反コ
ムニズムの強固さは， かのウォルター・ルーサーですら， 1965年 AFL-CIO
大会において，・合衆国のベトナム介入を中止せよとの議論に大なる疑問を呈し
たことからも36), 容易に理解されよう。そのより象徴的な例をあげるとすれ
ば，それは， ミーニーとフェッターの往復書簡であり， また AFL-CIOのソ
ルジェニーツィンにたいする熱愛ぶりであろう。そのいずれも， AFL-CIO
のICFTU脱退後の事件であり，それだけに AFL-CIOの反コムニズムは，
いっそう自由に振舞いえたのだということはできよう。
1973年8月， ドイツ労働総同盟(DGB)のハインツ.O・ フェッターは AFL-
CIOのミーニーにたいし， DGBが共産圏の労働組合に接近した事情を説明す
る手紙を送ったが，それにたいするミーニーの返事は，むしろ反論に近いもの
35) Arnold Beichman, "American Labor and U. S. Foreign Policy", American 
Federat幻nist,October 1974, pp. 2, 21~22. 
36) Ibid., p. 23. 
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であった。ミーニーはつぎのようにいう 37)。すなわち AFL-CIOと DGBと
の諸種の意見対立は， 「東との接触」 (Ostkontakte)をめぐる対立に比すれば大
したことはない。西ドイツが共産圏と隣接しているのは，今に始まった事情で
はない。 1955年12月 ICFTUは， 独裁国との関係についてひとつの決議を採
択したが，それは，自由な労働組合にたいして，基本的人権を否定する国との
・人的交流を禁じ，共産圏からの招待受入れについては， ICFTU書記長への報
告を求める，というものであった。 DGBは，数年前まではそれを支持してき
たというのに， いまはデタント(detente)だという。デタントを支持する点で
は， AFL-CIOとて DGBと変らぬが， 労働組合の政策は， 政府の対外政策
と等置されてはならず，その意味では，政府のデタント方針そのままに鉄のカ
ーテン内の組合と交流するのは，よくない。必要なのはコムニストとの哲学的
対決であり， 自由抜きのデタントは緊張を緩和しない。 10月 DGB代表が訪
ソした際の独ソ組合共同コミュニケは，チリの軍事クーデターを攻撃し，民主
主義の回復を要求したが，たとえ共同とはいえ，全ソ労働組合評議会がチリを
批判するとは偽善的であり， DGBは，かかるコミュニケを拒否し， 逆にソ連
の民主主義回復を要求すべきだった。君は，ソビエトの労働組合は党と国家の
機関にすぎない， という従来の考え方を改め， それとの対決よりは友愛を語
る。だが君は，「東との接触」が DGB内におけるソビエトの破壊活動を高め
たことを認め，「東との接触」は「社会観光活動」 ("Sozialtourismus")にすぎな
いといいきり，すでに幻想からは目覚めた，と私にひそかに告白した。にもか
かわらずDGBと共産圏との交流計画は発展し， DGBは， モスクワを再訪
し，また全ソ組合評議会のシェレービン氏に西ドイツヘの招待状を発したとい
う。• これでは AFL-CIOと DGBとの離反は，克服されえない。 AFL-CIO
と DGBによる原則と目標の共有と，「東との接触」とのどちらが重要かを検
37) "Can There Be Detente Between Free Labor and Slave Labor", American 
Federationist, December 1973, pp. 15~17, Text of Letter from Meany to 
Vetter. 
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討されたいと。
フェックーは， すぐ以下のように返事をしている38)。すなわち DGBは，
AFL~CIO に多くを負うが，それだけに西ドイツの置かれた状況について，と
くにその理解を求めたい。分割されたドイツにとっては，全ヨーロッパの平和
のためには共産圏との対話は不可欠である。そのためにこそ DGBは， 東ヨ
ーロッバ人民との対話の前提条件をつくったのだ。経済的・政治的状況は社会
的状況を決定するが，その逆もまた真である。デモクラシーと自由の実現促進
は，政党・議会・政府のみの仕事ではなく，すべ｀ての勢カ・団体の課題でもあ
る。労働組合の使命は，労働条件の維持改善のみではない。ベルリンの壁をみ
ょ。平和あっての労働組合活動である。われわれの課題は，ョーロッパ合衆国
の結成に資することにあり，そのためにこそ1969年に全欧自由労働組合連合が
設立され，それは，本年欧州労働組合連合に脱皮した。一口にデクントという
が，東欧労働組織との関係修復だけでも20年を要したのであって，デタントに
たいして最大の関与をなしてきた集団が， DGBである。 これこそが， DGB 
の「東との接触」の主要理由なのだ。デタントは，相手もそれを望んでこそ可
能なのであって，そのための妥協と協力は，哲学的対決を否定するものではな
く，またその妥協と協力にともtょうイデオロギー感染と組織破壊の危険は，充
分に克服が可能であると。
以上のミーニーとフェッターとのやりとりをみると， ミーニーの生一本の原
則主義にたいしては，一種の好感と食傷を，またフ・エックーの現実主義にたい
しては，深い同情と共感を抱かずにはおれない。ミーニーについて一種の好感
といっtこのは，かれが，ゴンパーズ以来の反コムニズム伝統に頑なまでに忠実
たらんとしていたからである（おそらくゴンパーズも戸惑ったであろう）。ソルジェ
38) Ibid., pp. 17~18, Letter from Vetter to Meany. なお AFL-CIOと ICFTUと
の関係は，．突きつめるとアメリカ（ミーニー）とドイツ（フェッター）とのさや当て
だという面白い寸評もある。 AFL-CIOとの第1回定期会談を終えた同盟の天池清次
氏にたいするあるインタービュー記事をみよ（『世界の労働」 1979年6月， 29ペー ジ）。
17 
880 闊西大學「純清論集」第35巻第6号 (1986年3月）
ニーツィンにたいするかれの熱愛ぶりは，その別の例といえよう。ただしその
熱愛の伏線として，前記の伝統の反映というにふさわしい AFLの行動が，過
去に存したことを忘れてはなるまい。
戦後，国連経済社会理事会の AFL顧問だったトニ・ゼンダー（ドイツからの
亡命者）は，証拠充分であるとしてソビエトの強制労働問題のとり上げを強く主
張したが， かの女が同理事会の ICFTU顧問となったときには (1949年）， 労
働者防衛連盟~the Workers Defense League)なる組織は， みずから強制労働調
査委員会を設置し，その調査を開始せしめた。そこで蒐集された資料は，国連
に提出されたが，国連をしてその公式調査の必要を確信せしめたものは，ゼン
ダーの提出したソ連資料分析であったという。前記の強制労働調査委員会の入
手せる最重要の文書は，ソ連秘密警察のアハタ・ペチョラ労働収容所規則であ
って，これは，ソルジェニーツィンのいう収容所群島の典型であったともいう
（それによれば重労働に与えられる1日の食事は， アメリカの 3,000カロリーにたいして
1,292カロリー，番犬のそれは1,184カロリー ）39)。
その意味では，‘ノルジェニーツィンの『収容所群島」が世に現われたときの
AFL-CIOの態度は，充分に予想できたといえるし，またそれなりに一貫して
いるともいえよう。 1974年2月の AFL-CIO執行評議会の声明は，『収容所群
島」がデタントの欺繭性を払拭するに役立ったとし，かつ AFLが25年以上も
前(1947年）に強制労働の存在に世界と国連の注意をむけしめ， 1957年には ILO
をして105号条約（強制労働の撤廃）を採択せしめたことを， 誇らしげに強調した
のである40)。だが同声明が，国連経済社会理事会および ILOによるソ連その
他の強制労働の新規総合調査を訴えたのはよいとして， DGBにたいして全ソ
39) Albert K. Herling, "Gulag: A Spotlight on Forced Labor", American Federat-
ionist, April 1974, pp. 18~19. 
40) "Solzhenitsyn and the Fraudulent Detep.te", American Federationist, April 
1974, p. 19. 
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労働組合評議会シェレービン氏の訪独招待の取り消しを求めたことは_41), 前年
のミーニーとフェックーの往復書簡を考慮したとしても，なおお節介の度がす
ぎたというものであろう。
しかしミーニーは，前記の執行評議会声明のみでは満足せず，ソルジェニー
ツィンに訪米招待の手紙を送った。そのなかでもミーニーは， AFLが25年以
上も前にソ連強制収容所地図を作製発表したことにふれ，同氏招待の精神がそ
こに遡ることにふれている。ソルジェニーツィンは，今回は健康上の理由でミ
ーニーの招待を鄭重に断わっている42)。
母国を追われたソルジェニーツィンは，結局はアメリカ合衆国に亡命するこ
とになるが， 1975年 6月30日ワシントンで催された AFL-CIO晩餐会におけ
るかれの演説は，当時のかれの精神状況の反映でもあろうか，「アメリカよ，貴
国の干渉を乞う」という激越なものであった。そのなかでソ）レージェニーツィン
は，革命後のソビエト政権が，労働者の真に自主的な動きを武力で圧殺してき
た歴史をのべ，たとえば共産党中央委員会のなかで真の労働者であった旋盤工
のアレクサンダー・シリャープニコフ（革命前の真の党リーダーはかれであって，レ
ーニンではない）が粛清されて， 今日かれを知るもののないことにふれる。さら
にかれは，アメリカ資本に多くを負った第 1次5カ年計画が，自由の抑圧に寄
与し，また最近のモスクワにおけるアメリカ犯罪捜査技術展が，ソビエトの警
察機構に抑圧技術を与えたとして，西側資本家に礼をいう，と多少の皮肉をの
べる。だが結局のところソルジェニーツィンは， AFLが，ソビエト収容所地図
を公表し，かつ英国組合指導者のように対ソ交流に幻想を抱かなかったことを
指摘し，アメリカが，世界唯一の希望の国として，ソビエトにたいして自由の
ための干渉をなしてくれるものと，期待するのである43)。この夜ミーニーは，
??
41) Ibid., p. 19. 
42) Ibid., p. 15, Letters between Meany and Solzhenitsyn. 
43) A. I. Solzhenitsyn, "America, We Beg You to Interfere", American Federat-
ionist, July 1975, pp. 1~12. 
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かれを紹介するにあたって「必要なの！ま氏の声への共嗚である」とのべた44)0 
その後(7月9日）‘ノルジェニー ツィンは， ニューヨーク市における AFL-CIO
主催パーティーの席上， 2度目の演説をおこなったが，そのなかでかれは，コ
ムニズムを「恐怖政治の遺産」と性格づけている45)0 
以上フェックーやソルジェニーツィンについて長々と書いたのは， AFL-
CIOをして ICFTU(さらには ILO)を脱退せしめた精神が，そこに脈々と流れ
ていたからである。その精神は，ときとして強力なアメリカにたいする待望論と
なって現われる。たとえば1975年ミーニーは，デクントは，結局は世界各地域
における共産勢力の伸張を招いたとし，「欠陥は，われわれのシステムにではな
く， リーダーシップにある」と論じ， 「現世界で生命・自由・幸福に関係する
ものは，すべてアメリカ労働組合運動のビジネスである」とまで断じたのであ
る46)。1978年当時 AFL-CIO財務書記だったレーン・カークランドも，「海外
の自由な労働組合にたいするわれわれの関心は，人権なる言葉に包摂され密接
に関連しあう諸価値の複合にたいして，われわれが関与してきたことと切り離
すことはできない」とし，民主主義と人権と労働組合の権利とは，一体である
ことを強調している47)。1979年労働記念日におけるミーニーのメ：；；セージも，
組合運動は人権に根ざすものだが，人権は空気のような抽象物ではなく，結社
・集会・表現の自由という具体的な権利の保障を前提とするものであって，そ
れこそがまた，カーター大統領の人権外交の以前から，アメリカ労働運動が，
民主主義と人権を外交政策の基調として要求してきた所以でもある，というの
44) George Meany, "We Need Fchoes of His Voice, A加 ricanFederationist, July 
1975, p. 2. 
45) A. I. SoJz~enitsyn, "Communism: A Legacy of Terror", An認ricanFederat-
ionist, August 1975, pp. 1~10. 
46) George Meany, "New Leadership", American Federationist, November 1975, 
pp. 2~3, 3, 5. 
47) Lane Kirkland, "Free Trade Unions-A Force for Democracy", A加 rican
Federationist, April 1978, p. 5. 
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である48)0 
かかる AFL-CIO指遅層の言動にとって最大の問題点は， いかなる政治理
念も，政治的現実のフィルターを通してこそ意味をもちうるのであって，その
過程で理念が歪められることは，内政たると外交たるをとわないが，合衆国も
その例外ではありえない，ということであろう。 AFL-CIOは，自己理念上の
純粋性に酔いしれていた傾向があり，たとえば ICFTU脱退についていえば，
それによって所期の政治目的をどれほど達成しうるかについて， AFL-CIO内
部で冷徹な計算がおこなわれたようには思えない。それだけに ICFTU復婦
についても，復帰のための復帰という印象は否めない。 1981年のAFL-CIO大
会は， 執行評議会の ICFTU復婦決定を了承したが， 同大会による当時の情
勢分析は，つぎのようであった。すなわち合衆国が復帰してのちの ILOは，
組織運営に改善をみせたし（これは，かならずしも事実ではない）， またポーランド
の「連帯」は，労働者を鼓舞し，東ヨーロッパ圏における組合の自由について
期待を抱かせた。世界の一部では，極左・極右の政権による人権侵害がなお跡
を断たないが， 他方平和への動き（エジプト・イスラエル交渉）もみられる。 それ
に法皇パウルI世は，労働組合を近代社会に不可欠のものと認めたし，また南
アフリカの黒人労働組合活動にたいする AFL-CIOの援助計画は， ICFTUの
協力をえておこなわれるであろう，というのである49)。そうだとしても1981年
の事態が， 1969年の脱退時と基本的にどれほど迩ったというのであろう。カー
クランドを長とする AFL-CIO執行評議会の一委員会は， ICFTU代表と会
い， AFL-CIOの ICFTU復帰は自由世界の労働者にとって「有益かつ生産
的」("usefuland productive")と結論したというが50), とすれば脱退は，そうで
なかったということになろう。
48) George Meany, "Trade Unionism-Rooted in Human Rights", American 
Federationist, September 1979, pp. 1_~2. 
49) "Solidarity Around the Globe", American Federationist, December 1981, pp. 
18~19. 
50) Ibid., p. 18. 
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それはともあれ， ・1982年5月プラッセルで開かれた ICFTU第80回執行委
員会は，第44回委員会(1968年）以来14年ぶりに AFL-CIO代表を迎えた51)。め
でたしというべきであろう。 ICFTU・の機関紙「自由労働世界」は，復帰して
きた AFL-CIOの会長レーン・カークランドと早速会見し， かれの談を伝え
ている。その冒頭の質問は，「世界における ICFTUの役割」と「ICFTUの
課題」についてであって， ICFTUの設立に最大の寄与をしたのが AFLであ
ったという歴史的事実からすれば，この質問は，言外にかつての脱退を非難す
る皮肉ともとれるものであった。だがカークランドの談は，まったくの紋切り
型であって， 「自由な労働組合運動の原則を， どのフロンティアーにおいても
あらゆる可能な手段によ・って守ること」というものであった52)。脱退もその手
段のひとつであったのかという質問は， 『自由労働世界』もさすがにしていな
い。それはともあれ長い目でみれば，これも，国際領域における模索の一段階
であったということにはなろう。
3. ILOからの脱退と復帰
アメリカ合衆国の ILOからの脱退と復帰は，それが国政レベルの決定であ
るという意味では， AFL-CIOの ICFTUからの脱退と復帰とは趣を異にす
るけれども，その原因が国際政治の対立にあるという意味では，性格をまった
くおなじくする。とはいうものの ILOは三者構成の機関であるから，それか
らの脱退と復帰は， ICFTUの場合のようには単純かつ直線的ではない。以下
にそれをみよう。
(l ILOの歴史
ILOがサミュエル・ゴンパーズの肝煎りで設立されたことは， 周知の事実
だというのに，コモンズ編『合衆国労働史」がILOを無視したのは，不可解
としかいいようがない。そこでまず ILOの歴史に簡単にふれることから始め
51) Free labour world, 3(June)/1982, .P・1. 
52) Free labour world, 6(December)/1982, p. 9. 
2 
1960年代から現在にいたるアメリカ労働組合運動とその解釈（下の中）（小林） 885 
よう。 ILOの第 1回総会が開かれたのは1919年だが， その場所は， アメリカ
の首府ワシントンであった。そのことは，ゴンパーズの ILOにたいする貢献
よりすれば，当然というべきであろうが，アメリカ上院がベルサイユ条約の批
准を拒否したこともあり，同総会にたいするアメリカの影響力は，弱からざる
をえなかった。国際連盟の正式加盟国でなくとも， ILO参加は可能のはずだ
が，アメリカ国内の反「国際連盟」感情は根強く， 結局のところアメリカの
ILO加盟は， 1934年まで実現しなかった。その具体的理由は， 第 1に， 連邦
政府の ILO条約批准が，憲法上の州権を侵害しないかという恐れであり，第
2に， AFLが急進的とみる国際労連(IFTU)が， ILO内の労働者代表グループ
を支配していたことであり，第3に，アメリカの使用者が， ILOを当初から
国際社会主義組織とみていたことであったという 53)。
そのアメリカが，ニュー・ディール時代に対 ILO関心を復活させたのは，
かのパーキンス労働長官がルーズベルトに ILO加盟を説き，両院がそのため
の合同決議をしたためでもある54)。1939年にはアメリカは， ILO事務局長
にジョン・ワイナント（前ニュー・ハンプシャー州知事）を送りこんだ。ただしア
メリカの労使各代表の決定には多少の問題はあり， たとえば， AFLが，当時
のアメリカ労働者の最大の代表組織であったにせよ，労働者代表権をめぐって
CIOと熾烈な争いをしたことは，後にしこりを残したし，また使用者代表とし
て選ばれたリベラルの実業家たちは，けっしてアメリカの使用者を代表したも
のではなかった55)。ヨーロッパ大戦の発生により，事務局長ワイナントがILO
の疎開先をアメリカ合衆国に求めたとき，同政府がそれを拒否したのは，議会
の孤立主義と選挙(1940年）対策によったものであるが56), 基本的にはそれは，
53) Walter Galenson, The International Labor Organization, An American View, 
The University of Wisconsin Press, 1981, p. 4. 
54) Ibid., p. 5. 
55) Ibid., pp. 5~6. 
56) Ibid., p. 7. なお AFLは，アメリカが ILOを受け入れることに賛成であった。
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!LOが真の意味でまだアメリカに受けいれられていなかったことを， 意味す
るものであろう。結局のところ ILO事務局は，モントリオールに移った。
その後ろめたさも手伝ったためであろうか， 例のフィラデルフィア会議が
1944年(4月~5月）に開かれたとき，ルーズベルトは， これに積極的な態度を
しめし， 参加代表をホワイト・ハウスに招いた。戦後(1948年）は， D・A・モ
スー（トルー マン政府の労働次官）が ILO事務局長となり， 1970年までその地位を
保った。ウォルター・ギャレンソン流にいえば，フィラデルフィア会議によっ
て ILOの近代史は始まり， アメリカ合衆国のリードする ILOが発展したこ
とになる57)。
以上のようなアメリカと ILOとの密接な戦後関係史をみると，．どのような
事情があったにせよ1977年の脱退騒ぎは，誰しも首をかしげたくなるところで
あろう。だがギャレンソンは，それは「一時的怒り」の故ではなく「ほとんど
4分の 1世紀の間論じられてきた問題」の故だという 58)0 かれは， その著書
「国際労働機関」の半ばをアメリカの ILO脱退・復帰に関連する記述に費し
ているが，かれはすぐれた労働運動史家でもあるだけに，その説くところは，
詳しく紹介するに値しよう。
(2) ILOの問題点
アメリカの ILO脱退を促がした原因としてあげられるものは，①三者構成
の精神が生かされなくなったこと，R基本的人権にかかわる諸条約の適用状況
の判断にさいして，国により異なる二重基準がとられたこと，⑧正当な手続に
よらないで，一部加盟国を非難する決議の提出採択される傾向がふえたこと，
④組織運営に政治的色彩の増大しだしたこと，の 4点に要約することができる
という。
①について。三者構成の精神とは，形式的には ILOが相互に独立せる三者
（政府・労・使）により構成され， かつ運営されることを意味するが， フィラデ
57) Galenson, op. cit., pp. 7~8. 
58) Ibid., p. 9. 
24 
1960年代から現在にいたるアメリカ労働組合運動とその解釈•（下の中）（小林） 887 
ルフィア宣言によれば，なによりも労・使の政府よりの独立が重視される。だ
がその独立性は， ILO憲章に明記されているわけでなく，また ILO設立当初
より強固に維持されてきたわけではない59)。1919年の第 1回 ILO総会では，
労働者代表資格にたいする異議申立てが， 日本， アルゼンチン， 南アフリカ
の 3国についておこなわれたし（日本のそれは．いうまでもなく桝本卯平氏の資格問
題）， 1927年には，ムッソリーニの独裁国家イタリアの労働者代表資格がとくに
問題とされている60)。1934年のソ連のILO加盟(1938年以後欠席・分担金不払い，
1953年国連加盟国として再加盟）は， 共産主義国家について三者構成問題を，あら
ためて提起することとなった。その動き（主として使用者代表グループによる）を列
挙すれば，たとえば1937年総会におけるソ連使用者代表への疑問提起， 1953年
総会におけるチェコスロバキア使用者資格にたいする異議申立て， 1954年総会
における共産主義7カ国の使用者資格にたいする異議申立てと同年理事会にお
ける ILO憲章修正提案（労・使の政府よりの独立性の明記）， 1956年総会のイギリ
ス使用者代表による自由主義国家のみの ILO論（三者構成方式と普逼性一万国加
盟方式とは両立しない），のごとくである61)0 
ところで1956年の前記イギリス使用者代表の意見にかんして，理事会ではア．
メリカの使用者代表は同調し，政府代表は普遍性の原則を重視し，労働者代表
は，結社の自由にかんする加盟国の定期的実情調査を提案した62)。アメリカの
59) Ibid., p. 33. 
60) Ibid., p. 34. 第2次大戦前に右翼独裁国家の労働者代表資格に異議の申し立てられ
たのは，イタリアについては1923年,-1935年の間の15回の総会において，またドイツ
については1933年総会においてであった（飼手真吾・ 戸田義男著「ILO国際労働機
関」日本労働協会，昭和36年， 85ペー ジ）。
61) Galenson, op. cit.,_ pp. 35~39. なお1956年総会のイギリス使用者代表の発言は，
1954年の憲章修正提案（労・使の政府よりの独立性の明記）に端を発して設置された．
「労使団体の自由にかんする委員会」（通称マックネァ委員会）の加盟70カ国の調査
報告にかんするものだが，これにたいしてイギリス政府代表の発言は，三者構成と普
遍性とは両立しないという主張にたいして，その調和を求めようとするものであった
（飼手・戸田前掲書， 121~122ペー ジ）。
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政・労2者がこのような妥協的な態度をとったのは誤まりだったとは，ギャレ
ンソンの回想であるが63), ここではその当否は問うまい。一方各種の総会委員
会にたいするソ連使用者代表の参加要求にたいしては，そのために設けられた
ILO理事会の委員会は， 1959年に 2名を限度とする各委員会増員案をもって妥
協を図ろうとしたが，これにたいするアメリカ代表各側の対応をみると，政・
使2者はその案に反対し，とくに使用者側は， 1960年総会により増員された委
員会より委員をひき上げてしまった。労働者側のみが，この増員案に賛成して
いる64)。 1971年総会では，三者構成にかんして米ソがまたまた対立した65)0 
1975年総会では，アメリカは，その脱退意思通告のなかで三者構成の精神を再
論したが， 「20年おそすぎた」とは， これまたギャレンソンの言である66)。と
いうのも西欧世界は，この時点ではアメ，リカをさほど支持していなかったから
である67)。
②について。ソ連は，・29号（強制労働）， 87号（結社の自由および団結権の保護），
98号（団結権および団体交渉権の原則適用）の 3条約をいずれも批准しているが，そ
のいずれをも履行していない（労・使は政府より独立していない）という申立てが，
そもそもの発端であった。それを機に加盟各国の実情を調査した1956年のマッ
クネア委員会報告（註61)は， ソ連にかんしては， 労働組合と企業管理職能者が
62) Galenson, op. cit., p. 40. 
63) Ibid., p. 41. 
64) Ibid., p'. 42~43. 
65) Ibid., p. 44. 
66) Ibid., p. 45. 
67) Ibid., p. 46. 厳密には， もっと以前にアメリカは敗れていたともいえる。そのよい例
は1966年の !LO総会鏃長選挙であって，議長の地域持回りの慣習により， この年は
ヨーロッパの番であり，ボーランドが早くから立候補を宜して運動をしていたが，共
産圏の議長を嫌うアメリカが立候補を西欧諸国に呼びかけ， しぶる諸国のなかからオ
ランダをやっと同意させたものの（最大の推進者はミーニー）， 西欧はアメリカの指
図を嫌い，アフリカ・アラプもポーランドを支持し， 1票差でオランダは敗れた。負
けたのはオランダでなくアメリカだったとされる（「朝日新聞」昭和41年6月2日タ
刊）。
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存在するという事実のみを伝える， という慎重なものであった68)。この年，
「結社の自由にかんする委員会」（予備審査機関）は， ソ連の反対を押し切って，
ICFTUによるソ連における労働組合権侵害の申立てを本審査機関たる実情調
査調停委員会に付託すべきであるとする勧告を採択したが，これをうけたILO
理事会は， ソ連の同意がえられず， その旨の決定をすることができなかった
69)。だが翌1957年には，アメリカ代表（とくに労）は， 1955年設立の強制労働に
かんする特別委員会の報告（主として東欧・中国等を対象とする）を総会に提出させ
るのに成功したし70), また同年10月の理事会は，西側の圧力を利用して，結社
の自由と強制労働を議論の対象とするのに成功している。その際アメリカ労働
者代表は， 結社の自由にかんして継続的な実情調査機構の設置を強く主張し
（これにたいするアメリカ政府代表の支持は微温的）， ソ連がこれに反対して紛糾し
たため，事務局長一任の線でやっと事態を収拾したほどである 71)。強制労働に
かんしても， アメリカ労働者代表は， 前述の特別委員会の存続を主張し（同政
・使もこれを支持），英・ソ政府の反対を押し切って， その存続を決定せしめて
いる(35対3)72)。そこでギャレンソンは， ヨーロッパの労働者代表が20年後も
この時とおなじ考えでいてくれたら， アメリカは ILOを去らなかっただろ
ぅ，と愚痴るのである73)。
さて翌1958年 3月モース事務局長は，前年の局長一任事項につき，局長判断
として結社の自由を監視する常設機構の設置を理事会に提案したが，理事会に
おける各国政府代表のこれにたいする態度は，外交問題化を恐れるあまり冷た
く，結局は，局長提案のうち調査にかんする部分（調査団派遣など）のみが認めら
68) Galenson, op. cit., p. 48. 
69) Ibid., pp. 48~49. 
70) Ibid., pp. 49~50. ギャレンソンは， これを「合衆国の明白な勝利」という。
71) Galenson, op. cit., p. 50. 
72) Ibid., pp. 50~51. 
73) Ibid., p. 51. 
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れたにすぎない74)。その際，以前から理事会で検討中であった ICFTUの対ソ
申立てにかんする「結社の自由」委員会報告をどう扱うかがまた問題となり，
それを実情調査調停委員会に付託することが考慮されたが，前回同様ソ連の拒
否にあって，それは実現しなかった75)。そこで理事会は，一部の強い要望をい
れ，「結社の自由にかんする委員会」報告の公表を決定したが， この件にかん
して強い態度をとったのは，アメリカの労・使代表であり，同政府代表は，そ
れにひきずられたようである。 とくにアメリカ側は， ILOによる合衆国調査
を求めたが，もちろんそれは，同調査によって結社の自由が米‘ノでいかに相違
するかが明らかとなろう，と期待されえたからである76)0 
1959年 ILO調査団が米ソに派遣されたのは，かかる背景においてである。
その調査報告にたいするギャレンソンの評価は， アメリカ労働組合について
は， かなり正確だが月並み（ただし腐敗の説明は親切すぎる）であるのにたいし，
ソビエト労働組合については，アメリカ組合界の怒りと驚ぎをもたらすもので
あり， ILOの「最悪のレポートのひとつ」というものであった77)。前記の調
査報告を直接読まないかぎり，ギャレンソンの評価を論評する資格はないとい
うべきだが，アメリカ労働界がこの報告をそのように読んだということは，ぉ
そらく事実であろう。理由はともあれ， その後非共産圏諸国は， かかる ILO
調査への熱意をなくし，理事会もまた，この種の調査を中止してしまった。付
言すべきは， ソ連がこの ILO調査報告をたたえ， しかもアメリカ政府代表
が，それにノー・コメントの態度をとったことであろう 78)0 
1960年代のデタントは， 西欧のソビエト労働組合観の修正と対ソ接近（たと
えば DGBゃTUCによる）をもたらし，それを不満としたAFL-CIOがICFTU
74) Ibid., pp. 51~52. 
75) Ibid., p. 52. 
76) Ibid., pp. 52~53. 
77) Ibid., pp. 5, 56. 
78) lbi<t., p. 57. 
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を脱退したことは(1969年）79', 前節ですでに詳しくみたとおりである。 ICFTU
は， ILO労働者代表グループ内の調整機構の役を果していたため， AFL-CIO
の ICFTU脱退は， 当然にそのジュネープにおける影響力を弱めたことにな
る80)。のちのアメリカの !LO脱退劇も，以土のコンテクストにおいて理解さ
れるべきものであろう。さらに1974年の第 2回 !LOョーロッパ地域会議比
ヨーロッバの対ソ評価を高めさせることになった。東西接触の場として同会議
の復活（第1回は1955年）を唱えたのは，ソ連であるが，いざ実施されてみると，
その成果について，アメ・リカの政府・労働者両代表が消極的な評価をしめした
というのに，他の出席者のほとんどは満足していたのであって，ここでも合衆
国は，「完全に孤立」していたのであるBl)。おなじく 1974年の!LO総会は，そ
の条約勧告適用にかんする総会委員会をして，強制労働にかんする条約の不履
行国の特別リスト中にソ連を含ましめることに成功し，アメリカの政府スポー
クスマンと労働者代表は，これを機会に条約適用状況を判断する際の「二重基
準」 (doublestandard)を強く批判したけれども， 結局のところ総会は，条約勧
告適用委員会をとおして提出されてきた同専門家委員会の報告（ソ連の寄生的生
活者にたいする重労働刑を批判）を， 定数不足（棄権多数）の故に採択することがで
きなかった82)。いわば西欧諸国の政府・労働者代表は，デタントの故に二重基
準を黙認しようとしたのであって，アメリカは，ヨーロッパの同盟諸国から見
放され，事実上孤立してしまったことになる83)。
79) Ibid., pp. 57~58. 
80) Ibid., p. 59. ただしこの時点では, AFL-CIOの ILO にたいする期待はまだ存し
た。 ILO 50周年にさいして， 1958年以来のアメリカの ILO労働者代表だったルド
ルフ・フォープルは，アメリカ労働運動が強制労働にかんする条約の採択に貢献した
ことを誇り， ソ連の ILO参加は今やアメリカの利益であり， ILOは民主主義とコ
ムニズムを比較するすぐれたショウ・ケースだと結んでいる (American Federatio-
nist, June 1969, pp. 9, 11)。
81) Galenson, op. cit., pp. 59~60. 
82) Ibid., pp. 60~61. 
83) Ibid., p. 61. 
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状況はその後も変らない。 1975年総会におけるアメリカ政府代表による非難
（条約勧告適用委員会は，強制労働の存在に注意を喚起せしめていない）は， 「荒野の 1
人吠え」に似たという 84)。ただし翌1976年には，専門家委員会の報告（ソ連にお
ける寄生的生活者対策や組合の地位にたいして批判的）が採択されているが， それ
は，事案処理の仕方が「非常に礼儀正しく」， ソ連が反対できなかったためと
いう 85)
゜
1977年は，かかる非難のやりとりのクライマクッスであった。条約勧告適用
専門家委員会の報告は，ソ連が処罰の対象とする寄生的生活の定義の曖昧さを
指摘し，ソ連における結社の自由の可能性を否定し，最後に，条約適用状況の
判断にさいしては公正な同一テストをおこなう，と主張したものだが，この報
告を審議した条約勧告適用委員会の議論は，白熱化し，傍聴席は，立見席以外
は久方ぶりの満席となったという 86)。条約勧告適用委員会の報告は，もちろん
総会における米ソ代表の激しいやりとりを招いたが，それは要するに，アメリ
力労働者代表が同報告の承認を訴え，これにたいしてソ連政府代表が，社会主
義国をプルジョア法制の観点から判断することの非を説くとともに，アメリカ
が関連条約の未批准国である事実を指摘する，というものであった87)。総会の
採決の結果，同報告は敗れたけれども，これは，折からのイスラエル問題をめ
ぐるアラプ諸国の態度が尾をひいたためともいえる88)。アメリカ労働者代表は
事の重大性を指摘し，アメリカの ILO脱退の可能性は，これによって現実化
しだしたともいえるが，面白いことに共産主義諸国は，アメリカ脱退の可能性
に無関心であったし，アラプ諸国はイスラエル問題の方を重視していたし，低
開発諸国は，アラブ諸国とアメリカの間にあって苦慮していた。一方西欧諸国
84) Ibid., p. 62 .
85) Ibid., p. 62. 
86) Ibid., pp. 62~63. 
87) Ibid., pp. 64~65. 
88) Ibid., p. 65. 
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にとっては，アメリカ合衆国は， 一種のドン・キホーテであり， 「自分たちが
10年以上前に解決ずみの問題を未解決のままと主張するのが，愉快ではなかっ
た」のである89)。アメリカはたんに脅迫しているにすぎず，結局は妥協が成立
する，とみたものもあった。だが今回は大方の予想どおり，アメリカは 2年前
の脱退意思通告を実行に移したのである。
③について。ここでの問題は， ILO総会において， 実情調査をふくむ正当
な手続を無視して，特定加盟国を非難する決議が提出採択されだしたことであ
るが，南アフリカ，ボルトガル，チリ，イスラエルなどの場合が，その例にあ
たる。ただしこの件にかんするかぎり，アメリカ労働者代表の立場は，アメリ
カの ILO脱退理由に照らして，それほど一貫していたわけではない。 • 
南アフリカ共和国の場合。 1961年総会は，ナイジェリアの発議で，アバルト
ヘイトを理由に南アフリカに脱退を求める決議を採択したが，その際アメリカ
政府代表は，人種差別自体の非難は支持したが，南アフリカの脱退要求には反
対し， これにたいして同労働者代表は， 決議案を全体として支持したのであ
る90)。1963年総会は，この件で大混乱をきたした。 1964年春の理事会では，南
アフリカにたいする人種差別撤廃要求とならんで，国連による被除名・被権利
停止国ほたいする ILOの同措置，ならびに国連による人種差別の被認定国の
ILO参加停止を可能ならしめる ILO憲章修正が提案され，その勧告案が原案
どおり承認されている。それのみではない。同年の総会は，南アフリカ代表の
資格を問題としたため，南アフリカは，これは主権国家への内政干渉であると
して， 2年の予告もなしに ILOを脱退してしまった91)。これは，政治圧力に
よる（手続によらぬ）追放の悪しき先例であったが， AFL-CIO代表がこれに反
89) Ibid., pp. 65~66. 
90) Ibid., p. 67. 
91) lb絋， p.70. なお「世界の労働」 (1963年8月， 1964年5・6月）の南ア問題にかん
する記述をみよ。
92) Galenson, op. cit., p. 71. 
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対しなかったことは，ギャレンゾンのいうように注目すべきであろう 92)。とこ
ろで南アフリカが脱退したというのに，総会は，前記理事会の勧告にしたがっ
て行動したのだ。憲章改正案を検討した総会委員会は，改正の第 1点（国連によ
る被除名・被権利停止国への措置）については合意できたものの， 第2点（人種差別
の被認定国への措置）については， かろうじて多数が得られたにすぎない。その
際のアメリカ各代表の憲章改正にたいする態度は，労働者代表は賛成，使用者
代表は棄権，政府代表(2名）は反対というものであった。ただし憲章改正に必
要な数の常任理事国(10カ国のうち6カ国）の賛成がえられなかったため＇， 結局憲
章改正は実現しなかった93)。
ポルトガルの場合。 1961年ガーナは， ポルトガルがそのアフリカ植民地で
強制労働にかんする29号条約に違反していると申し立て，これにたいしてボル
トガル政府は， ILO調査委員会の設置に同意し， 同調査委員会は，アンゴラ
とモザンピークを調査した結果ガーナの申立てを斥け，ここに一件落着したか
にみえた94)。だが1965年総会において，エジプトが，前回のガーナと同理由で
ポルトガル非難決議を提出し，総会は，主として労働者代表グループの支持の
もとに，それを採択してしまった。これは，手続上の疑点を残したというべき
であろうが，アメリカ代表についていえば，労働者代表は同決議に賛成し，使
用者代表は棄権し，政府代表は反対したのである95)。1972年総会でも，ポルト
ガル非難決議が採択されたが，アメリカ労働者代表は，今回も賛成投票をおこ
なっている96)。
チリの場合。結社の自由にかんする委員会は，アジェンデ政権転覆後のチリに
かんして多くの組合申立てをうけており，理事会は，至れらにかんして実情調
査をおこなうべきか否かを議論したが（アメリカを含めて各国労働者代表グループは
93) Ibid., p. 71. 
94) Ibid., p. 72. 
95) Ibid., pp. 72~73. 
96) Ibid., p. 73. 
3?. 
1960年代から現在にいたるアメリカ労働組合運動とその解釈（下の中）（小林） 895 
その即時実施をとなえた），結局はその実施手続がとられ，チリ政府は，実情調査
委員会の設置に同意した(1974年）97)。だが決議案委員会は， かかる時点でチリ
政府にかんして，組合活動弾圧の中止とその責任者の処罰および他の条約違反．
の調査をもとめる決議を採択したのであって，ギャレンソンにいわすれば，事
前調査もなしに特定の判断をしめしたかかる決議を ILO史上発見するのは困
難とのことだが，このチリ非難決議を支持したのは，共産主義圏の委員および
アメリカをふくむ他の事実上すべての労働者側委員であった。使用者側やアメ
リカをふくむ多くの政府代表は， 棄権している98)。そこでギャレンソンは，
AFL-CIOがここで棄権していたら， 1975年のアメリカの脱退意思通告は，も
っと説得力があったであろうというが99), アメリカの態度（とくに AFL-CIOの
それ）が表面上一貫性を欠いたという点では， そのとおりであろう。チリをめ
ぐる議論は，その後も続くが， それに終止符をうったのは， アメリカの ILO
脱退であったから，ここに，この争いの性格の一端をうかがうことはできる。
だがギャレンソンは， ILOにおける態度の一貫性を重視し，アメリカ労働者代
表が，他国の労働者代表と歩調を揃えて手続上欠陥のある決議を支持したこと
に批判的であり，またアメリカ政府代表が，その決議にたいして消極的にしか
反対しなかったことに不満をしめし，結局は使用者代表グループのみが，終始
一貫して手続無視に反対していたことを強調するのである100)。 これこそが，
アメリカ的見方（ギャレンソンの著書「国際労働機関」の副題）というのであろうか。
イスラエルの場合。チリ問題処理における手続無視を鋭く指摘するギャレン
ソンも，チリ政府による結社の自由の侵害が非共産圏にとって頭痛の種だった
ことは，率直に認める。これにたいしてイスラエル問題は，アメリカの最大関
心事であり，その脱退通告書はそれに言及しないまでも，これこそがアメリカ
97) Ibid., p. 74. 
98) Ibid., pp. 74~75. 
99) Ibid., p. 75. 
100)加 d.,p. 77. 
33 
896 醐西大學「紐清論集」第35巻第6号 (1986年3月）
の !LO脱退決定上の一大要因だったという JOI)。発端は1973年総会であって，
すなわちイラク使用者代表が，ィスラエルによるアラプ人差別と人権および団
結権の侵害とを非難し，その調査とかかる不法行為の中止措置とを求める決議
案を提出したことによる。決議案委員会においても総会においても，アメリカ
代表は政府・労・使の 3者ともに，事前調査の欠如という手続問題を理由に反
対したが102)t その根底には， いうまでもなくアメリカとイスラエルとの特殊
な関係があった。この総会では，前記決議は，退席者多数による定足数不足の
ため採択されなかったが，翌1974年，決議案委員会は，同様の決議をふたたび
採択し，総会もまたそれを採択した103)。!LO事務局は， 同決議の対イスラエ
ル通告および各国への周知方を怠ったとしてアラプ・共産主義諸国から攻撃さ
れはしたが， 1976年3月理事会にたいし，当決議の事後措置について報告をお
こなった。理事会の席上アメリカ代表（政府・労働者）は， !LO脱退も辞さない
として反イスラエル的措置をとらないよう警告したが，西欧各政府もこれを支
持した104)。
ドラマの最終幕は1977年であって，同年3月の理事会において事務局長は，
!LOの依嘱したイスラエル現地調査（オスロー大学国際法教授T・オプサー ルと
ILO事務局による）にアラブ諸国の横やりが入り，万策つきたことを報告した
が，席上アラブ側は，その態度を変じて事務局長に一層の努力を求めたため，
西側はそれに反対し，結局理事会は，この件にかんして；それ以上の処理責任
を事務局長より免じたのである105)。 またイスラエルの提出した同国占領地域
における111号条約（雇用・職業の差別待遇にかんする）適用状況報告については，
ソ連とアラブ諸国は，ィスラエルが行政権をもたない同占領地域の事件は条約
101) Ibid., p. 77. 
102) Ibid., p. 78. 
103) Ibid., p. 79. 
104) Ibid., pp. 79~80. 
105) Ibid., pp. 80~81. 
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勧告適用委員会の管轄外であるとして，それを同委員会で議することに反対し
(1974年総会決議に矛盾）， また総会は， 同委員会がイスラエル報告文書を充分な
回答書だとしたにもかかわらず，同委員会報告を葬り去ったのである 106)0 
なおこの年西側諸国は， アメリカを宥める手段として総会議事規則17条（決
鏃案提出の自由）の修正を試み， 加盟国にたいする非難・批判決議にかぎって，
専門家委員会の審査をとおすという案を提出した。修正支持派は，それを議事
規則委員会に付託するよう求め，反対派は，それを機構改革にかんする総会委
員会に付託するよう求めたが，総会は，それを機構改革委員会に付託し， しか
も同委員会は，他の議題を優先させ， 17条修正案は1977年には審議しないと決
定した。たまたま総会場で成り行きをみていたギャレンソンは， 17条修正案を
事実上葬るのに， 共産主義諸国が全力をつくしたことは疑いないという。そ
してこれこそは，アメリカ合衆国の ILO脱退を事実上確実ならしめたともい
つ• 107) ゜
④について。政治は ILOの仕事ではなく，国連の仕事ではないかというの
が，アメリカの立場であり，それはまた， ILO脱退の最後の理由でもあった。
その最大の事件は， いうまでもなくパレスチナ解放機関(PLO)の ILO参加で
あろう。 1974年 PLOは，オプザーバーとしての ILO参加を要求し，これを
検討した理事会は，結論を次回にもちこしたが，その後国連総会がPLOのオ
ブザーバー参加を認めたため， 1975年3月の理事会は， PLO参加を認めるた
めの総会議事規則修正を総会に提案することをきめ，同年の総会はそれを議し
た。アメリカ代表（政府・労・使とも）は， PLOをテロリストと攻撃し， その参
加に反対したが，結果は PLO支持派の一方的勝利に終った。アメリカ政府代
表は一時的に退場したが，同労働者代表は，今後の総会不参加を宣言した108)。
翌1976年の理事会では，同年 6月の ILO世界展用会議にたいする PLOのオ
106) Ibid., p. 81. 
107) Ibid., pp. 81~83. 
108) Ibid., pp. 84~86. 
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プザーバー参加資格の要求をめぐって対立があり，僅少差で同要求は否決され
たが，その後アラプ側は，巻き返しをはかり，前記要求の再投票にもちこみ，
結局は PLO参加の承認をとりつけてしまった。これが，アメリカ脱退の一大
要因となったことはいうまでもないが，アメリカ政府は，他の国際機関同様に
ILOにおける PLOの存在そのものは容認する用意があったのにたいし，
AFL-CIOには， かかる妥協の意思はまったくなかったという 109)。アメリカ
にとって不愉快な政治の他の例としては，ベトナム戦争をめぐる共産主義諸国
の対米非難の執拗さがあげられるし，また1977年総会において， AFL-CIO代
表が労働者代表グループから副議長に選出された際，ソ連がその選出の公正さ
を疑い，かつ脱退通告国が副議長をだすことの非を強調したことも，あげられ
よう 110)0
ところでアメリカの職業外交官は，共産主義諸国のプロバガンダ戦術に慣
れ，これを無視することができたが，それに不慣れな労使代表は，ついそれに
敏感に反応し，むしろ政府は，それにひきずられがちだったという。その意味
ではアメリカ政府は，・たしかに "reluctantdragon"であった;11)。それはとも
あれギャレンソンは，アメリカの ILO脱退はまったく正当であり，それに同
調しなかった他の民主主義諸国の態度こそ遺憾だという 112)。アメリカの労働
者代表についていえば，世界の自由のチャンビオンとしての立場から，かれら
が南アフリカ，ポルトガル， チリの非難決議（たとえ手続上の難点があったにせよ）
を支持せざるをえなかった事情は，大いに理解できるというものであろうが，
109) Ibid., p. 86. 
110) Ibid., pp. 87~88, 88~89. なおベトナム問題についてジョージ・ミーニーはいう。
ベトナム問題についてアメリカに新孤立主義 (neo-isolationism)がみられるが，ベ
トナム戦争を始めたのも， 1968年協定を破ったのも北ベトナムであるから，アメリカ
労働運動は，孤立主義外交はアメリカ，その同盟国，ひいては世界を危くすると主張
してきたと (A加 1ricanFederationist, October 1972, pp. 13, 14)。当時の AFL-
CIOの見解をよくしめすものであろう。
111) Galenson, op. cit., pp. 88, 24. 
112) Ibid., p. 90. 
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ギャレンソンは， むしろかれらの手続無視黙認を批判しているかのようであ
る。
(3) ILOからの脱退
ここでアメリカ国内の動きと諸事情をのべておく必要があろう。連邦政府の
なかで ILOにかかわったのは，国務，商務，労働の 3省であるが，国務省が
外交視点に力点をおいたのにたいし，他の 2省は，国内の動きに反応しがちで
あった。しかもアメリカの対 ILO方針はさだかでなく， また ILOにかんし
て労使代表と政府の間で協議調整のおこなわれることも皆無であった113)。そ
れでも事務局長がアメリカ人デビッド・モースであった間はまだしも， 1970年
後任局長ジェンクス（イギリス）が事務局長補佐にソ連人を任命しようとしたた
め（ソ連の ILO分担金額よりみてモースもこれを当然視した）， それに反対するアメ
リカ労使代表は，ジェンクスに圧力を加えるため，連邦議会に働きかけ，すで
に下院承認ずみの ILO関係支出予算を削除させてしまった114)。だが厳密にい
うと， ILO支出予算にかんする決定を事実上コントロールしたのはAFL-CIO
であって，これにたいして全米商業会議所は加盟継続を支持し，労働省は分担
金不払いに批判的であり，また国務省は，やがて再参加にむけて動きだしたほ
どである(1972年）115)。結局アメリカは滞納分担金を完済したが， ただこの分担
金不払いにかんして政府・労・使のいずれも望ましい効果があったとみたの
は，多分に自慰的ではある。
ILOにおけるアメリカ代表の動きのなかでは， AFL-CIOの反社会主義的
言動がとくに目立ったためであろうか， 1974年にはソ連代表が，とくにジョー
ジ・ミーニーにたいして個人攻撃をおこなった。ただ AFL-CIOとしては，
この年の総会が反イスラエル決議を採択しただけでな<,ICFTUさえもが，
各種の専門技術委員会(technicalcommittee)の副議長その他のボストを世界労
113) Ibid., p. 112. 
114) Ibid., pp. 115~116. 
115) Ibid., pp. 117~118. 
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連(WFTU)関係者に割当てることを認めたことが，我慢できなかったというこ
とのようである 116)。翌1975年の AFL-CIO出版物は，共産主議諸国とその同
盟国による支配を理由に， ILOを強く批判した117)。かくして PLO承認の
1975年総会にいたるのだが，総会の PLO承認が伝わると，労働長官は，総会
演説のためのジュネープ訪問予定を取り消し，また 7月の下院は，国務省予算
から当年度残と次年度分のILO分担金を凍結・削除してしまった。 AFL-CIO
執行評議会は， 連邦政府にたいして ILO予算の支出停止をもとめたが(7月）
全米商業会議所は，利害得失にかんする調査のすむまで脱退予告はすべきでな
いとした118)。
注目すべきはアメリカ政府の態度であろう。この件では，早速政府の調査報
告書（末公表）が作製されたが，これは， 労働省が原案をつくり，国務・商務両
省がそれにコメントを付するというものであった。労働省によれば， ILOに
おけるアメリカ政府の目標は，①アメリカの理想と一致する方向での低開発国
の開発援助， ③人的資源開発における技術協力， ③多元的社会の自由な労働
運動の助長，④アメリカ的制度の擁護と反共・反独裁の多元的社会の利点の強
調，⑤国際労働基準による他国の競争力抑制とアメリカの貿易• 投資の擁護，
だという 119)。 これにたいして国務省は， かかる目標を達成するためにアメリ
力が ILOに依存したということはなく，アメリカの ILO活動は総会期間中
の政治活動に限定されており，アメリカの ILOスタッフ陣容は貧弱であり，
またアメリカが ILOで接触する低開発諸国の労働大臣や組合幹部は，概して
116) Ibid., p. 120. 
117) Ibid, p. 121. 
118) Ibid., pp. 121~122. なお1975年7月の下院国際関係委員会でのミーニーの証言は，
いまや所期の目的に奉仕しない国際機関について，アメリカの納税者はその費用負担
を中止すべき秋だとし，具体的には ILOとユネスコに基金を提供している国連開発
計画の喪用分担の中止を要求するものであった (AmericanFederationist, August 
1975, p. 11)。
119) Galenson, op. cit., p. 122 
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自国の政治・行政にたいする影響力が弱く， したがってアメリカが !LOをつ
うじて低開発諸国に影響をおよぽしうる可能性は， 限られているという 120)0 
この最後の点についてギャレンソンは，それはかならずしも真実ではなく，外
交当局者がかくも近視眼的では，世界における民主的諸制度の拡大は望めない
と批判的である121)。それはともあれ国務省はまた， アメリカ代表は， アメリ
力労働界(AFL-CIO)の支持をうるためには西欧同盟国の立場に反対せざるをえ
ず，その意味ではアメリカの !LO参加は，協力よりは対立を生んだのであっ
て，かくしてアメリカの !LO脱退は，たしかにアメリカによるソビエト労働
組合の否認の姿勢を世界に周知させはするが，同時に前記の対立を減ぜしめ，
西欧同盟諸国をしてアメリカ依存よりは自国の国益擁護へとむかわしめるだろ
うという 122)。なお労働省案のこの部分については， 商務省は， 低開発国の私
企業援助などの若干の目的を追加強調するにとどまる123)。
労働省は，さらに1970年以後の !LOの動きを点検し，欧米にたいする政治
的非難の阻止，理事会議長の西側確保，条約適用上の二重基準の抑制，管理運
営の改善などの点では，多少とも前進がみられたが，議事規則の遵守，予算確
保，・総会運営の非政治化，アメリカ人事務職員の採用促進などの点では，むし
ろ後退しているとみる124)。そこで労働省は結論的に，①!LO脱退の意思通告
をすべきである，R三者構成原則と人権目的のための !LOにおける積極的活
動にたいして国務省と大統領が反対ならば， !LO参加は即時中止すべきであ
る，⑧前記未実施の場合は，本件事件の調査の完了するまでは，通常程度の参
加は維持されるべきである， ④脱退意思通告をおこなった場合は， !LO支出
予算の回復措置は直ちにとるべきである， という勧告をおこなった125)。これ
120) Ibid., p. 123. 
121) Ibid., p. 124. 
122) Ibid., p. 124. 
123) Ibid., p. 124. 
124) Ibid., p. 125. 
125) Ibid., p. 127. 
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にたいして国務省は，脱退は，アメ、リカヘの敵意を生むというよりは，むしろ
アメリカの自己の所信にたいする決意の強さを知らしめるというショック療法
であるとみ， がりにアメリカにならって脱退する国が続出し， そのため !LO
が崩壊にいたったとしても，それが真実の声の結果であれば，気にとめる必要
はない， という意味のコメントをおこなったのである126)。ただし折からのア
メリガの中東和平実現の努力に照らし， !LO脱退が PLO問題と結びつけて
判断されることがないように配慮せよ， との注意は忘れない127)。 とはいうも
のの国務省内にも意見対立はあり，その !LO担当官は脱退に大反対し，国務
長官キッシンジャーもそれを支持して，その旨を大統領に伝えたという 128)。
なお1970年（分担金不払い）および1977年（脱退決定）における国務省の慎重な態度
にくらべると， この年(197_5年）の同省の強硬な態度は不思議なくらいだが，そ
の原因は；連邦議会の一貫せる反 !LO姿勢にあるという 129)。
さてアメリカは， !LOに脱退の意思通告をおこなったものの， 通告書の文
言にしたがって，閣僚レベルの委員会を設置するなどの脱退回避努力は怠たら
なかった。だがダンロップ労働長官の辞任(1976年）によって，その具体的計画が
挫折したのは惜しい130)。フォード大統領も， 主要諸国に代表を派遣して対米
理解をもとめた。また関係各省も !LO担当官を増員し， とくにある元国務省
職員のごときは，労働者の !LO担当官として低開発諸国を歴訪し，＇アメリカ
の立場を説明してまわったが， 1977年総会における前記諸国の投票記録をみる
かぎりは，訪問の効果はなかったというほかない131)。また真に脱退の回避を
望むならば，関係各省が !LOにたいするその認識をあらため，省レベルをこ
126) Ibid., p. 127. 
127) Ibid., p. 128. 
128) Ibid., p. 128. 
129) Ibid., p. 128. 
130) Ibid., pp. 128~129. なお米国の ILO脱退予告のキッシンジャー 書簡は， 『世界の
労働』 (1976年2月） 53~55ペー ジに収録されている。
131) Galenson, op. cit., pp. 129,.129~130. 
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えた積極的な共通目標をもつべきであろうが， その兆はなかったとされる 132)0 
だが AFL-CIO執行評議会は， ILO内部の改革的動きにたいして協力を約束
し，また1976年の同財務書記の ILO報告は，将来への希望の認められること
をのべていた133)。それに1977年 3月の理事会は，・イ．スラエル特別調査を通常
手続によらしめることとし，また政治的決議案提出にかんする議事規則改正を
勧告することに同意したから， AFL-CIOにとって， ILOの空気は悪くなか
ったはずである。したがって1977年総会まで，そこにある種の楽観主義が支配
したことは，おそらく事実であろう 134)。
だがすでにのべたように， 1977年総会でアメリカは手痛い敗北を喫すること
になったのだから，脱退の実行は，もはや不可避となったわけである。同年8
月の閣僚レベルの委員会では，商務・労働両長官は，労使委員の立場が明白な
こともあってか，即時脱退を支持したが，バンス国務長官は， 10月までの延期
を主張し，了承された。多くの新聞はこれを優柔不断とみたが， ILOの知識
の乏しいアメリカ社会では，政府は，世論に訴えることもできなかったという
135)。国務省とILOの事態打開策は，脱退決定にかかわる 3当事者に最大限の
外交圧力を加えることであって，その結果法王パウルVI世は， ミーニーには私
的に， カークー大統領には公的に脱退反対を訴えた。 8月の国際使用者団体
(IOE)評議員総会では， 多くの国の使用者代表が全米商業会議所代表にそれを
訴えたというし， また 9月ベルギー首相レオ・ティンデマンスは， ECを代
表してカーター大統領に書簡を送り， 脱退の撤回または延期を訴えたのであ
132) Ibid., pp. 130~131. 
133) Ibid., pp. 131~132. なお AFL-CIO財務書記（レーン・カークランド）’は，別の
機会に脱退通告後 AFL-CIOのとった3つのアプローチにふれ， 第1に，アメリカ
自身の反省として政府が ILOを重楓せず，代表を任命するのみで「ピカヒ°力の靴で
微笑をふりまくだけの外交」に終始した点を是正し， 第2に， ILO事務局が憲章そ
の他の規則を守るよう訴え，第3に，自由主義諸国間の協議・協カ・支援を促した，
と主張する (AmericanFederationist, August 1976, pp. 12~14)。
134) Galenson, op. cit., p. 132. 
135) Ibid., pp. 132, 132~133. 
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る136)。とくにティンデマンス書簡は， 脱退延期をめざす国務省当局にとって
は「第 1級の代物」のはずであるが，それは，アメリカの立場にたいする高ら
かな共鳴宣言ではさらさらなく，アメリカの立場を支持するについては，非常
に慎重であったという。また時期遅きに失していたということもある137)。
10月の閣僚レベルの委員会では，商務省，労働省， AFL-CIO, 全米商業会
議所が脱退を支持し，国務省と国家安全保障会議は， 1年延期を主張した。そ
の大統領に提出された報告書は，労働省が脱退論を書き，国務省が延長論を書
いたものだが，もちろん脱退論が支配的であって，結局11月大統領は脱退にふ
みきった138)。他の選択の可能性についてみるに， 政府代表のみの ILO派遣
は，三者構成方式の強調という年来のアメリカの立場と矛盾するし，また脱退
反対を唱える UAW(当時 AFL-CIOを脱退中）から労働者代表を選ぶことは，
AFL-CIOとの関係からみて， とても民主党政府のとりうる道ではなかった
し，なによりも議会が，政府の選択がどうあれ ILO予算の支出を認めなかっ
たであろう 139)0 
以上， アメリカ合衆国の ILO脱退にいたる経過を長く書きすぎたようだ
が，その真意は，そこにアメリカ労働運動の影響があまりにも強くみられるこ
とを指摘するにあった。ギャレンソンも，その長い分析の結論としていってい
るところだが，アメリカの対 ILO関係の性質を決定する力を得ていたのは，
まさにアメリカ労働運動であったのだ。なるほど ILOの三者構成方式は，労
働運動がその国の対 ILO,関係に影響をおよぽしうるシステムではあろうが，
136) Ibid., p. 134. 
137) Ibid., p. 135. 
138) Ibid., pp. 135~136. アメリカの !LO脱退については， H本の新聞も，その事情や
インパクトをかなり詳しく報じたが（『朝日新聞」昭和52年11月2日， 1月18日）， も
っとも注目すべき報道は， !LOの法律顧問たちが， 脱退回避のために予告期間の 2
年を3年と弾ガ的に解しようとしたというそれであろう （『朝日新聞』昭和52年9月
25日）。
139) Galenson, op. cit., p. 136. 
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それは，どの国についてもいえることであろう。だがアメリカの場合は，労働
にかんする外交政策の意思決定が，労働運動といった民間機構に移ってしまっ
ていたのである。一体その理由をどこに探せばよいのであろうか。ギャレンソ
ンによれば，それは， ILOは， 組織労働者の利益の軌道内にあり，また ILO
の目標は，労働運動のそれと一致しているぺきものであって，したがって労働
スポークスマンが， ILOは労働者の利益に反する行動をしていると宣言すれ
ば，そのような国は，論理的に ILOを脱退せざるをえない，という考え方そ
のものであり．しかもかかる考え方が，社会の消息通や議会のなかに存するこ
とである，という 140)。
(4) ILOへの復帰
さていよいよアメリカ合衆国の ILO脱退のバランス・シートを書くべきと
きであろう。まずアメリカ脱退後の ILOの動きをみるに， 1978年には，占領
地域にかんするイスラエル非難決議が最終的に総会で不成立に終り !41), 1979 
年には，事前調査なしのチュニジア非難決議（結社の自由にかんする）が， 決議案
委員会で不採択となり 142), また ICFTUのチェコにたいする雇用差別申立て
については， 理事会は調査委員会報告の公開を決定し143), さらに総会議事規
則について， 一定条件下の秘密投票を認める修正がおこなわれたが144), これ
らは， アメリカからみて積極的な改善としてあげられよう 145)。だがそれ以上
の進展はなく，たとえば決議案の提出および討議にかんする総会規則は．なん
ら修正がおこなわれず．また諸種の対ソ申立ては一向に最終結論がだされず，
他にめぼしい変化もなかった。だが労働省のある役人は「脱退による成果はす
ペてえられた」といい， AFL-CIO国際部長は「われわれの要求はほとんど達
140) Ibid., p. 138. 
141) Ibid., p. 256. 
142) Ibid., p. 263. 
143) Ibid., pp. 263~264. 
144) Ibid., p. 261. 
145) Ibid., p. 265. ・ 
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成された」といい，いずれも，復帰のチャンス到来をつげた。とくに後者の発
言についてギャレンソンは，それは，要求がすべて達成されていないが，スト
ライキを中止する組合役員の決定にも似るというが146), 好意的とも皮肉とも
とれる評価であろう。カーター大統領は，もともと脱退に熱心だったわけでは
ないから，復帰について政府側には大した障害はなかった。かくして1980年の
合衆国の !LO復帰と相成るわけだが，それにしても， 3年前の脱退が鳴り物
入りだっただけに，今回の復帰はぶざまであり，ギャレンソンが「竜頭蛇尾」
(anti-climax)と評した気持はよくわかるゆ。政府と AFL-CIOは，申し分け
的に声明を発表したが，全米商業会議所は，代表を送ることを拒否し，国際商
業会議所の全米協議会が，かわって代表を送ることになった148)。
さて事態は改善された（脱退の効果はあった）としてアメリカが復帰した !LO
だというのに， 1980年総会の焦点は，ョルダン提出のイスラエル占領地入植非
難決議にあり，相変らず政治の嵐が吹きすさんでいた。アメリカ的見地からみ
て，事態は前進どころか後退していたというべきだが，最終的にギャレンソン
は， 1980年総会がこの有様では，もし復帰が延期されていたら，復帰のチャン
スは当分こなかったであろう， という意味のことをのべている149)。 このギャ
146) Ibid., p. 266. 
147) Ibid., p. 264. 
148)即d.,p. 265. 
149)即d.,pp. 268~269. これと関連してマイケル・ボッグスの ILO回顧にふれておく
必要がある。ボッグスは，.1980年当時 AFL-CIO国際部スタッフであると同時に
1974年以来アメリカの ILO労働者代表の顧問であったが，アメリカの ILO復帰に
さいして以下のように論じている。アメ））力が海上関係の ILO条約しか批准してい
ないのは，国際条約が連邦憲法に優位することを懸念する主張（プリッカー上院議員
他）のためだが， これがアメリカの行動を歪めた。 ILO条約は， 通常の国家間の条
約ではない。 AFL-CIOはILO条約批准を支持し，また末批准条約についても ILO
憲章にしたがうべきことを説いてきた。だがILO自体にも問題はあり，それは，登場
者が国益を競いあう「色どり豊かな国際サーカス」である。 とくに国連加盟が ILO
加盟に直結するため； ILO加盟国が 2桁から 3桁に増加し， 国連総会の不調和が
ILOのそれとなり， ILOのメリットは消えた。それでもイスラエルヘのリンチ的心
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レソンンの判断は，よくぞ思いきって復帰したという安堵の気持をしめすとと
もに，結局脱退は，道徳的意義をのぞけば大した意味はなかった，という一種
の後悔の気持をあらわしているものともいえよう。公平にいって，アメリカも
結構政治的にふるまってきたのだ。だがかかる事態を惹きおこした張本人は，
すでにのべたように AFL-CIOであった。やはり AFL-CIOは，国際領域に
おいて最大の模索をしていたということになろう。 （つづく）
理が働くまでは， 西欧諸国とソ連圏との対立が， ILO総会を麻痺させることはなか
った。とくに中東紛争以来 ILOに人種攻撃の種が播かれ，国連 ・ILOをつうじて，そ
のイスラエル攻撃はアラプの通常のパターンとなった。労働者代表席のアラプ軍団は，
ILOにおけるイスラエル攻撃隊にすぎない。一方共産諸国も， 政府・労・使一体の
共産圏専属部隊を有し，その戦術にたけるが，民主主義陣営はプロパガンダが上手と
はいえず，またその反ソ活動は，アメリカ労働者代表をのぞけば「音なし」である。
それに ILO事務局りは，諸種の圧力をうける。かくしてアメリカの ILO脱退の原因
どなったものは逆に強まったといえるが，ただ他国もアメリカとおなじことを憂えて
いる証拠があり，諸種の改善 (ILOの計画・調整，．協議， 予算など）がおこなわれ
つつある。かくてアメリカの ILO闘争は，憲章の精神を守ることだという。ポッグ
スの主張は， ギャレンソンと変らないが, ILOの現場をのぞいてきた人間の臨場感
が筆の端々にみられる• Michael D. Boggs, "The ILO Back on the Track", 
American Federationist, November 1980, pp. 10~18. 
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